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１．はじめに 

東日本大震災に見るように、地震による被害は甚大で

あり、特に沿岸部の都市は、地震による津波浸水被害を

考慮した安全な土地利用を行っていく必要がある。国土

交通省１）では、少子高齢化や人口減少を踏まえた今後の

土地利用についての方向性を示している。名古屋都市セ

ンター２）は名古屋都市圏をメッシュで区切り、市街地維

持費用の推計等を行っている。しかしながら、災害コス

トを考慮した地域の維持管理費を算出した研究は少ない。 

そこで本研究では、１）災害復旧費用を組み込んだ小

地域単位でのインフラ維持費用の推計方法を提案し、２）

宮崎市を対象としたケーススタディを行い、提案した手

法の有効性を示すことを目的とする。 

 

２．災害復旧費用を組み込んだ小地域単位でのインフラ

維持費用の推計方法 

インフラ維持費用推計の全体の流れを図１に示す。 

 

図１ 費用推計の流れ 

①インフラ資産台帳データの収集・整理 

人口減少下における安全な都市構造への改編を念頭に

置いているため、対象とするインフラは都市構造の改編

により影響を受ける道路、橋梁、上水道、下水道、公共施

設を対象とする。また、原単位を用いて、いつ、どこで、

どのようなインフラから維持費用が発生するかを把握す

るため、インフラ毎に、１）インフラ老朽化度、または供

用開時期、２）物理的な整備量（整備延長・面積・箇所数

など）に関する情報を収集・整理する。 

②GISデータベースの構築 

①で収集・整理されたインフラ資産台帳データを、別

途入手する地図データ（道路・橋梁・上下水道ライン、施

設ポリゴン、公共施設ポイントデータ）結び付け、GISデ

ータベースとして整備する。これにより、インフラ資産

の場所をGIS地図上で確認できるうえ、インフラ資産台

帳データをGISの機能を用いた演算に利用できるように

なる。 

③－１ インフラ維持費用の推計 

インフラ維持費用の推計は、各インフラの整備量を基

準とする原単位（例えば、道路整備延長当たりの維持費

費用［円／km］など）を用いて推計する。この原単位を、

①、②で整理された対象地域内の各地区のインフラ整備

量に乗ずることによりインフラ維持費用を推計すること

ができる。また、供用開始年もしくは老朽化度を示す指

標を用いた維持費用がいつ発生するかを推計する。イン

フラ維持費用原単位と維持費用の発生時期を決める更新

間隔を表１に示す。 

表１ インフラ維持費用原単位３） 

インフラ 原単位 更新間隔（年） 

道路 0.47万円/m2 15 

橋梁 44.8万円/m2 50 

上水道 11.4万円/m 40 

下水道 12.4万円/m 50 

公共施設 40.0万円/m2 50 

③－２ 災害復旧費用の推計 

災害の種類ごとに、その災害が発生したときに生じる

インフラの復旧費用を推計した上で、各災害の年超過確

率を乗じて足し合わせることにより、期待災害復旧費用

を推計する。対象とするインフラと地震によるインフラ

復旧費用の推計方法を表２に示す。 

 

 

 



 

 

表２ 地震によるインフラ復旧費用の推計方法４）５） 

インフラ 復旧費用の推計方法 

道路 

橋梁 

揺れによる被害：被害箇所数＝震度別道路延長

（km）×道路施設被害率（箇所/km） 

津波による被害：被災箇所数＝新推進別道路延

長（km）×道路施設被害率（箇所/km） 

上下水道 

推定被害率＝Cp×Cd×Cg×R(v) 

Cp：管種・継手による係数 

Cd：口径による係数 

Cg：管が設置された微地形による係数 

R(v)＝9.92×10-3×(v－15）1.14 

v：地震動の地表面最大速度（cm/s）（ただし、

15≦v＜120） 

建物 
新規建物 1 棟あたり工事必要単価（都道府県

別） 

③－３ 将来人口の推計 

将来人口は、総務省の e-Stat６）より入手できる平成 22

年度国勢調査の小地域データ（男女別 5 歳階級別人口）

を基に、対象地域の自然増減率（合計特殊出生率、死亡

率）、社会増減率を用いて、コーホート要因法により推計

する。 

④小地域単位でのインフラ投資効率の検討 

③－１～２で推計されたインフラ維持費用と災害復旧

費用を小地域単位で時系列で集計することにより、いつ、

どこで、どのインフラから維持費用が発生するかを把握

することができる。また、集計された費用を③－３で推

計した将来人口で除すことにより、人口当たりの費用、

つまり、人口に対するインフラ投資効率を小地域単位で

把握することができる。これにより、インフラ維持費用

と災害復旧費用、それぞれの投資効率だけでなく両者を

合わせた投資効率も合わせて総合的に投資効率を把握す

ることができる。 

 

３．宮崎市を対象としたケーススタディ 

宮崎市は人口 40 万人、老年人口比率 21.2％（いずれ

も 2010年時点）の都市であり、南海トラフ地震での到達

最大津波高 16m、宮崎県全体での予想死者数は 4万 2千

人である。ここでは、宮崎市全域の小地域について算出

を行う。その一例として、沿岸部に位置する小地域とし

て宮崎市青島一丁目を掲載する。ここで算出したインフ

ラの項目は道路についてである。２節の推計方法に従い、

①）宮崎市の保有する台帳より、②）GIS データベース

を構築し、③－１）道路維持費用の推計、③－２）災害復

旧費用の推計原単位には、それぞれ表１、表２の値を用

いた。③－３）将来人口推計に用いたパラメータは、国立

社会保障・人口問題研究所７）のものを用いた。青島一丁

目の年間あたりに道路から発生する費用を図２に示した。

ここでの災害は 2011年から 2035年までの間に南海トラ

フ地震が発生した場合の被害を想定している。 

 

図２ 1年あたり青島一丁目道路費用 

４．まとめ 

本研究で設定した推計方法により、宮崎市をケースス

タディとして推計行い、インフラ維持理費用に加え、南

海トラフ地震による被害を考慮し、広義の小地域維持管

理費用を推計した。宮崎市青島一丁目の道路費用を例に

とると、2011年から 2035年までの間に南海トラフ地震

が起こるとすれば、年間の道路費用の内訳は、災害復旧

費用が 3分の 1を占めるという結果になった。 
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